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E2 貯蔵・キャリア

E2.02 水素・アンモニア技術
キーワード：グリーン水素、ブルー水素、水電解、改質反応、液体水素、有機ハイドライド、アンモニア、

水素サプライチェーン、高圧タンク、水素吸蔵材料、燃料電池

本領域の論文・特許のデータについては以下をご参照ください
・ダッシュボード版 :https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
・PDF 版 :https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41E202.pdf

1.	 研究開発領域の定義
本領域ではエネルギー物質として注目される水素、および水素キャリアとしてのアンモニアに関する科学、

技術、研究開発を扱う。再生可能エネルギーとして期待される風力発電や太陽光発電において大きな課題と
なる、時間的、地域的な需給の不一致を解消するための、電力を水素に変換する技術、輸送・貯蔵のため
の水素キャリア製造および利用技術を対象とする。本領域ではアンモニアは水素キャリアの一形態として扱う。
なお、水素を用いて二酸化炭素（CO2）を有用な化合物に変換する技術は「E2.03 CO2利用技術」、水素・
アンモニアを燃焼させ発電する技術は「E1.01火力発電」で扱う。

2.	 本領域の意義
太陽光や風力といった再エネ電力は時間、天気、季節による変動が大きく、電力はそのままでは貯められ

ないため、蓄電技術によるエネルギー供給の平準化、安定化と合わせ、水素エネルギーへの変換利用が有望
とされている。また海外の再エネを輸送する手段として、水素を液化したり、液体の水素化物としたりする水
素キャリアの活用が期待されている。水素キャリアから得られた水素は再び電力に変換でき、利用時に地球
温暖化ガスであるCO2を発生しない。化学、製鉄等の産業や運輸の分野でのCO2の排出削減においても水
素が重要な役割を果たすことが期待されている。人類はこれまで、広く社会で水素を活用した経験が無く、
水素社会の実現には、製造から利用に至るまで多くの技術開発がさらに必要である。社会受容のためには、
安全性やコストの観点が極めて重要である。クリーン水素は再エネ電力のみならず、CCS（CO2回収・貯留）
技術と組み合わせると化石資源含め多様な一次エネルギーからも製造可能であり、エネルギー安全保障の観
点からも多角的なサプライチェーンの構築が重要になると考えられる。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要
①【水素製造】
水素はその製造法によりカーボンフットプリントが変化するため、便宜的な呼称として表1のような分類が

ある。表1に示した水素以外にも、水素のコストダウンを目指した廃棄物を原料とする水素製造技術の研究
が米国、日本等で行われている。また先進的な技術として、光触媒により電力を介さず水の分解を行う研究
開発も行われている。これらのうち実用上最も注目されているのが再エネから得られるグリーン水素である。
欧州の再エネ指令（Renewable Energy Directive（RED））では、クリーンな自動車燃料のうち、グリー
ン水素およびグリーン水素から得られる合成燃料をRenewable fuels of non-biological origin(RFNBO）
と呼び重視している。製造時のCO2排出量の定義として改定REDII（2018年）とこれに付随する委任法令
（2023年）によって70%減（従来の天然ガス改質時との比較）の3.38kg-CO2/kg-H2 以下としている1）。
なお、この値はWell-to-well-to-Consumption gateで規定されており、輸送を含んでいる。
一般的には化石資源由来のグレー水素(CO2排出が10 kg-CO2/kg-H2あるいはそれ以上)に対してCO2排
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出量が半分から1/3程度以下(EUタクソノミーでは3 kg-CO2/kg-H2以下、REDでは3.4 kg-CO2/kg-H2以
下)となるものをグリーン水素と定義している。国際水素・燃料電池パートナーシップ（International 
Partnership for Hydrogen and Fuel Cells in the Economy(IPHE)）のガイドラインでは方法ごとに詳
細な炭素集約度（Carbon Intensity(CI)）の定義がなされている。

表1　製造方法等による水素の便宜的な呼称

グリーン水素 再エネ由来の水素で、主に再エネ電力を用いる水電解により製造した水素

ブルー水素 CCSと組み合わせて天然ガス等化石資源の改質反応により製造した水素

グレー水素 CCS無しの従来型の天然ガス等化石資源の改質反応により製造した水素

ターコイズ水素 天然ガス中のメタンの熱分解で固体の炭素を副生成物として製造した水素

ピンク水素 原子力発電由来の電力を用いる水電解により製造した水素 

ホワイト水素 
（またはゴールド水素） 自然界（地中）に存在する天然の水素を採取したもの

オレンジ水素 バイオマス由来の資源を用いて製造した水素

•	グリーン水素
再エネ由来の水素（グリーン水素）は、水の電気分解によって製造される。主な水電解方式として、アル

カリ水電解とプロトン交換膜（PEM）水電解が実用・実証段階にあり、アニオン交換膜（AEM）水電解も
注目されており、一部製品化が始まっている（表2）。アルカリ水電解は設備費が低く大規模化の実績があるが、
再エネ電力の変動に弱い。PEM水電解は電力変動に強く装置が小型化できるが、イリジウムなどの貴金属使
用による資源制約とコストが課題である。AEM水電解は貴金属フリーの可能性があるが、性能面では開発途
上である。高温水蒸気電解（SOEC）は高効率だが、耐久性や量産性に課題があり、近年はCO2の電解還
元や水との共電解の研究も進められている。

表2　水電解の方式

　 水電解の種類（略称） 移動イオン 隔膜・電解質膜 電極の例

隔
膜

アルカリ水電解 
（AWE） OH- 多孔質隔膜 

(有機無機複合多孔質膜)
Ni, ラネーニッケル, 
触媒被覆Niなど

固
体
電
解
質
形

プロトン交換膜 
（PEM） H+ プロトン交換膜 

（スルホン酸基）
カソード:Pt/炭素 
アノード:IrO2

アニオン交換膜 
（AEM） OH- アニオン交換膜 

（アミン） 貴金属→非貴金属の傾向

高温水蒸気電解 
（SOEC）

O2- 

またはH+
金属酸化物 

（安定化ジルコニアなど）
カソード:サーメット 
アノード:金属酸化物

なお、水電解による水素製造では高純度の酸素が副生される。医療用酸素（人工呼吸器や高濃度酸素療法）
などとしての活用が可能であり、災害時や医療現場での安定供給に貢献するとともに、酸素販売による収益
化が水素製造コストの一部補填につながる可能性もある。
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•	ブルー水素
石炭や天然ガス等の炭化水素原料の改質反応や部分燃焼により水素を製造し、副生するCO2をCO2回収・

貯留（CCS）により地中に貯留する技術である。特に褐炭は石炭化度が進んでいない若い石炭であり自然発
火しやすく流通が難しいため、水素への変換による利用が検討されている。CCSによってCO2を地中に貯留
すれば、得られた水素はクリーンとみなすことができる。ただし、全体のプロセスでも化石資源を使用するこ
とから、副生したCO2をすべて回収・貯留することは現実的には難しく、CO2削減対策として疑問視する見
方もある。しかしカーボンニュートラルに向けた移行期においては、グリーン水素だけでは十分な量の水素の
確保が難しく、かつ高価となる可能性があり、当面は水素供給の一部を担う手段としてグリーン水素と同様に
研究開発が進められている。

•	熱化学水分解反応 2）

原子炉（高温ガス炉）の熱や集光型の太陽熱、製鉄排熱、高温地熱など900℃程度の高温が利用できれば、
水の熱分解による水素製造も選択肢になりうる。水を直接熱分解するには約4,000℃の高温が必要だが、ヨ
ウ素、亜硫酸ガスと水が硫酸とヨウ化水素になるブンゼン反応と熱分解を組み合わせたISプロセスなどを利
用すれば、900℃という現実的な温度で水の熱分解により水素を得ることができる。

•	ホワイト水素・オレンジ水素
近年、グリーン水素に加え、地域資源や未利用資源を活用した水素供給源への関心が高まっている。ホワ

イト水素（またはゴールド水素）は自然界に存在する水素を採取するもので、製造工程を伴わずCO2排出が
極めて少ない。アフリカや欧州で湧出が確認されており、地質調査や採取技術の開発が進められている。カー
ボンニュートラルな供給源として期待される一方、埋蔵量の不確実性や商業化に向けた技術・経済面の課題
が残る。オレンジ水素はバイオマスや有機廃棄物を原料とし、地域資源を活用した分散型エネルギー供給に
適している。持続可能な製造手法として注目されており、現在は実証研究段階にあるが、原料の安定供給や
水素純度、コスト競争力の確保など、実用化に向けた課題も多い。

②【水素貯蔵・輸送技術、水素キャリア技術】
グリーン水素は再エネ電力と水から製造されるが、再エネの供給力には地域差が大きく、水素製造量にも

格差があるため、国際的な水素流通ネットワークの構築が不可欠である。陸上ではパイプラインが効率的だ
が、海に囲まれた日本では海上輸送が必要となる。水素は体積当たりのエネルギー密度が低いため、液化な
どで密度を高める水素キャリア技術の開発が求められている。

代表的な水素キャリアの種類と特徴を表3に示す。液化水素は、−253℃まで冷却が必要で、専用船の開
発も求められるほか、製造時のエネルギー消費が大きい。液化アンモニアは、合成はハーバー・ボッシュ法
が確立されている。高温高圧の発熱反応で効率的だが、グリーン水素利用には低温・低圧で機能する触媒の
開発が必要である。東京科学大学では、Ru系触媒の水素被毒克服に向けた担体を開発中である3）。運搬技
術は確立されているが、エネルギー用途では輸送量が大幅に増え、安全性が新たな課題となっている。また、
水素を取り出すだけでなく、アンモニアを直接燃焼して利用する選択肢もある。有機ハイドライド（MCH）は、
トルエンを水素化して得られ、常温液体のため既存インフラが活用できる。水電解と水素化を同時に行う有機
電解プロセスの開発も進んでおり、使用時には脱水素が必要となる。ドイツではベンジルトルエンの利用も検
討されている。
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表3　代表的な水素キャリアの種類

　 輸送形態 水素利用プロセス 課題

液体水素 液化 
（-253℃） 気化 専用輸送船の開発 

輸送中のボイルオフ

有機ハイドライド メチルシクロヘキサン 
（MCH） トルエン+3H2

水素取り出し時のエネルギーロス 
（吸熱反応）

アンモニア 液化NH3
N2 +　3H2 

または直接利用
アンモニアの合成効率 

臭気・毒性

③【水素システム・インフラ技術】
水素インフラには、液体水素輸送船、水素パイプライン、水素ステーション、蓄圧器などがある。日本では

「すいそふろんてぃあ」など液体水素輸送船の開発が進められ、より大型のタンカー技術も開発中である4）。
水素パイプラインは国内ではコンビナート内での利用に限られるが、欧州や米国では実用化されている。高圧
による水素貯蔵技術は、水素ステーションや燃料電池車（FCV）で実用化されており、蓄圧器の金属材料や
軽量水素タンクの開発が進められている。特にFCV用タンクは、Type 1（金属容器）から始まり、Type 2・
Type 3では炭素繊維強化プラスチック（CFRP）による補強、Type 4ではプラスチックライナーをCFRPで
補強する構造へと進化している。ライナーを用いないType5の開発も行われている。水素は極めて小さな分
子で、容器の金属を透過して漏洩したり、材料の結晶構造を破壊したりして強度を低下させる「水素脆化」
を引き起こす可能性があるため、耐性材料の研究が重要である。水素の挙動には未解明な部分も多く、学理
の深化が求められている。水素保安の観点では、経済産業省が水素保安戦略を策定し、同省内に水素保安
ポータルサイトを開設して情報共有を進めている5）。また、アンモニア燃焼利用では炉材の窒化の懸念があり、
材料面での研究開発が必要とされている。

④【水素利用技術】
水素・アンモニアは、電力変換、燃焼による熱利用、還元剤、肥料原料など多様な機能を持つ。
発電分野では、定置用・移動体用（FCV）の燃料電池による直接利用が進められており、水素の貯蔵性

を活かした秒〜季節単位の電力需給調整も期待されている。CO2分離・回収型石炭ガス化複合発電（IGCC）
の技術開発も進行中である6）。
熱エネルギー利用では、火力発電（「E1.01 火力発電」参照）、船舶・内燃機関・ガスタービン、工業炉

などが対象となり、化石燃料から水素・アンモニアへの転換が検討されている。炭化水素系燃料とは燃焼挙
動が異なるため、安定燃焼のためのバーナー設計や条件検討が必要であり、CO2を排出しない一方でNOx
副生の課題があり、削減技術の開発が進められている。
CCU（「E2.03 CO2利用」参照）では、水素が化学品・エレクトロ燃料（e-fuel）・持続可能な航空燃料（SAF）・

合成天然ガスなどの製造に不可欠な還元剤として利用される。製鉄分野ではCO2排出の約4割を占める高炉
法に代わる還元手法が求められており、COURSE50プロジェクト7）では水素導入によりCO2排出を10%削減、
さらに20%の回収を目指している。高炉を使わない直接還元法（DRI）では、鉄鉱石を高濃度原料に変換後、
電炉等で製品化する方法が検討されている。直接還元法には、合成ガス（CO/H2）によるミドレックス法が
あり、CO2回収や水素による炭化水素再合成が課題となる。純水素による還元はCO2を出さず理想的だが、
炭素量や窒化の制御、安価な水素・電力の大量供給が前提となる。
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3.2	 トピックス
①【水素製造】

•	旭化成株式会社は、2020年福島水素エネルギー研究フィールド（FH2R）に世界最大級の10 MWア
ルカリ水電解システムを設置し、毎時1,200 Nm³の水素製造を開始した。2024年には川崎製造所でパ
イロット設備を稼働させ、100 MW超級装置に向けたマルチモジュール制御技術の検証を進めている。

•	東レ株式会社は、PEM水電解用に従来のNafion™に代わる炭化水素系高分子膜を開発。ガス透過性
が低く安全性が高いとされ、シーメンスエナジーAGと連携し、10 MW級PEM装置の技術開発を継続中。

•	株式会社東芝は、PEM水電解の触媒に用いるIrの使用量を1/10に削減する技術を開発。ナノ構造によ
り触媒表面積を増やし、効率化とコスト低減を図っている。

•	東京ガスは、国内初のAEM水電解槽をオンサイト型水素ステーションに導入し、運用評価を継続。再
エネとの親和性や安定性に関する知見を蓄積中である。

•	人工光合成化学プロセス技術研究組合と共同研究機関は、銅・インジウム・セレン（CIS）太陽電池と
ナノロッド状窒化タンタル光触媒電極をタンデム接続し、太陽光から水素への変換効率（STH）10%超
を達成した。鉄・ニッケル・コバルト系酸素発生助触媒を施し、さらなる効率向上を目指している。

②【水素貯蔵・輸送技術、水素キャリア技術】
•	資源に恵まれ海外からの投資を得てクリーン水素輸出産業の拡大を目指すオーストラリアでは、水素の
生産体制とサプライチェーン構築に向けて複数のプロジェクトが継続中であるが、物価高の影響で停滞も
みられる。日本の企業・団体も数多く参画している。オーストラリアは太陽光エネルギーに恵まれ（グリー
ン水素の供給が可能）で、褐炭も豊富に有している（ブルー水素の資源となる）。

•	サウジアラビアのサウジアラムコと日本のエネルギー経済研究所が中心となり、ブルーアンモニア（天然
ガスから改質反応で水素を製造し、ハーバー・ボッシュ法によりアンモニア合成）輸送の実証試験が
2020年より開始され、2022年には韓国への商業輸送も実施された。現在も第三者認証を取得したブ
ルーアンモニアの輸出が継続されており、副生CO2はCCUや増進石油回収法（EOR）に活用されている。

•	有機ハイドライド方式の水素キャリアは、通常再エネ電力から水電解でグリーン水素を製造した後、トル
エンを触媒反応で水素化してMCHを製造する二段階のプロセスを経るが、効率化・低コスト化する手
法として、Direct MCH®プロセスが開発されている。この方法では、PEM水電解セルと類似の原理の
セルを用いトルエンを電気化学的に還元することで、水素製造工程を経由せずに水とトルエンからMCH
を一段階で製造する。この方法を使いオーストラリアで製造したMCHを日本に輸送する実証試験も行わ
れている。

•	産業技術総合研究所は水素貯蔵物質としてのギ酸から、Ir錯体をポリエチレンイミンの上に固定化した
固体触媒を用い連続的に水素を取り出す技術を開発しており8）。現在も改良と実用化に向けた研究が進
められている。ギ酸分解は圧縮行程を経なくても高圧の水素が得られやすいという特徴がある。

•	アンモニア合成については、ハーバー・ボッシュ法に代わる低温低圧のプロセスの研究開発が活発に行
われている。東京大学は、モリブデン系の錯体触媒を用い、犠牲剤である高価なヨウ化サマリウムの存
在下、窒素と水から常温常圧でのアンモニア合成を報告している9）。東京科学大学は、鉄と水酸化バリ
ウムからなる触媒で100℃でのアンモニア合成を報告している。理化学研究所、東京大学、北海道大学
は、6つのMo原子からなるクラスターを多孔質担体に安定に保持した触媒を開発し、従来より低温、低
圧でのアンモニア合成を報告している11）。

•	電力を直接利用するアンモニア合成も検討されており、北海道大学は窒素と水から常圧で電解反応によ
りアンモニアを生成する技術を報告している12）。

•	理化学研究所はペロブスカイト化合物を用いアンモニアを化学的に貯蔵できることを開発した。1次元柱
状構造をもつペロブスカイトが、アンモニアと反応し2次元層状構造に変化する。化学変化を伴うことで
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腐食性のアンモニアをより安全に貯蔵でき、反応は色変化を伴うことから、センサーとしての可能性も期
待されている13）。

③【水素利用技術】
•	株式会社JERAと株式会社IHIは新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の助成を受け、碧
南火力発電所（愛知県）において、2021年から石炭と燃料アンモニアの大規模混焼技術の確立に取り
組んできた。発電所5号機（発電出力：100万kW）での20%混焼の計画は、当初予定より約1年前倒
しで2023年度から開始され、2024年には4号機において世界初の大型商用石炭火力発電機でのアンモ
ニア20%転換実証試験が成功裏に完了した14）。

•	FCV 向け水素ステーションは徐々に増え、2025年6月時点で、日本全国に150箇所で運用されている。
2024年11月時点の日本国内のFCV保有台数は8,671台で、自動車の全保有台数（約8,300万台）に
対しまだ圧倒的に小さい。大型商用車への適用が今後期待されるが、普及に向けて車両価格の低下、水
素インフラの拡大などが課題と考えられる。

•	日本や欧州で水素燃焼エンジンの研究開発が加速している。近年のウィーン・モーターシンポジウム15）

では、温室効果ガスニュートラルを主題に、水素燃焼技術が排出ゼロのパワートレインとして重点的に取
り上げられている。欧州では「大型商用向け」「熱効率改善」「耐久性向上」「NOx浄化」「低コスト化」な
どが開発のキーワードとなっている。日本ではトヨタ自動車が2021年からモータースポーツ分野で水素
燃焼エンジン車による耐久レースに参戦しており、2025年には「スーパー耐久レース富士24時間」で5
年目の挑戦を迎えた。

3.3	 課題
①科学技術的課題　
水素コストの大幅な低減が必要であり、水電解における電極触媒（高効率化と安価な金属の利用）や電解

質膜（イオン伝導性と耐久性）の改良、水素キャリア技術の合成・取り出し・電気化学的手法の開発、さら
に低温低圧で活性を持つ触媒によるアンモニア合成法の確立が求められる。また、貯蔵技術の進展も不可欠
である。グリーン水素、ブルー水素、ピンク水素（原子力利用）、ターコイズ水素（メタン熱分解）などの状
況に応じた使い分けと、それぞれの製造技術の確立も重要。水素インフラには、水素脆化や漏洩対策を考慮
した金属材料（配管・容器）やゴム材料（ホース・パッキン）、耐圧容器などの開発が必要であり、燃料電
池技術やCO2と水素による有用物質合成（CCU）、水素を用いた製鉄技術も進められている。さらに、水素・
アンモニアの安全性確保技術や環境影響評価の研究も重要である。

②その他の課題　
水素は多様な用途が期待されるが、製造から利用までの工程が多く、効率的な運用と製造拠点·需要地の

適切な配置が求められており、国土交通省が「カーボンニュートラルポートの形成」を検討している16）。社
会実装には研究開発・実証段階を超えた巨額の資金と体制が必要であり、国家主導による政策ビジョンが不
可欠である。欧州、特にドイツでは「水素を産業の血液に」「水素で世界制覇」といった戦略が示されている。
商品化研究には大規模な投資が求められ、米国の高等研究計画局-エネルギー（ARPA-E）のような制度に倣っ
た「死の谷」への支援体制の強化が必要である。水素は学際的領域であり、分野横断的な研究開発と、シス
テム評価やエネルギーモデルを包括的に理解できる人材の育成が重要である。従来は石油精製などに限られ
ていた水素の大規模利用も、今後は新たな利用場面での安全性確保が不可欠であり、水素保安の研究開発
が求められる。さらに、円滑な水素利用を促進する制度設計、技術進展やリスクに応じた柔軟な規制、住民
の安全を最優先とする体制、国内で研究開発が完結できる環境整備が必要である。
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3.4	 各国・地域の取り組み
【国際】

まず国際機関の取り組みについて述べる。
•	国際エネルギー機関（IEA）は、水素分野のHydrogen TCP（1977年）や燃料電池分野の
Advanced Fuel Cells TCP（1990年）を通じて国際連携を推進しており、「The Future of 
Hydrogen」（2019年）や「Net Zero by 2050」（2021年）では、水素が将来のエネルギー消費の
12%を占めると試算している。国際再生可能エネルギー機関（IRENA）は、グリーン水素に関する報
告書を多数発表し、「World Energy Transitions Outlook」（2021年）では水素が14%を占めると試
算している17）。 IPHE（26か国と1地域が参加）は、ISO 19870に関連する温室効果ガス（GHGs）
排出量計量方法の議論にも貢献している。Mission Innovation（MI）は、Clean Hydrogen Mission
（CHM）を通じてHydrogen Valley実証などを推進し、2025年時点で98プロジェクトが登録され、
日本からはFH2Rが参加している。CHMでは、Global Ports Hydrogen CoalitionやH2 Twin Cities
などの水素イニシアティブが展開されている。国際連合工業開発機関（UNIDO）では、開発途上国向
けに水素経済構築を支援しており、アフリカ諸国や中東地域でのグリーン水素・アンモニア関連プロジェ
クトを推進中である。

【日本】
［基礎研究］

•	日本学術振興会（JSPS）の科学研究費助成事業、科学技術振興機構（JST）の「さきがけ」「CREST」「未
来社会創造事業」、「革新的GX技術創出事業（GteX）」18）や「ALCA-Next」19）などを通じて水素製造・
貯蔵・利用技術やアンモニア合成など、脱炭素社会に向けた先端的な研究が展開されている。

［応用研究・開発］
•	グリーン成長戦略（2021年）に基づき創設された「グリーンイノベーション基金（GI基金）」により、
後述の水素・アンモニア技術に関わる複数のプロジェクトが継続的に実施されている。

［注目すべき政策・プロジェクト］
•	水素基本戦略（2023年改訂）：カーボンニュートラル宣言（2020年）やウクライナ侵攻（2022年）
を受け、エネルギー安全保障と国際競争力強化を目的に改定。水素導入量目標は2030年300万トン、
2040年1,200万トン、2050年2,000万トンとし、希少金属の確保・代替技術も重視している20）。

•	JST「GteX」：水素製造・貯蔵・利用に関するチーム型研究を支援し、ボトルネック打破と新概念創出
を目指している18）。

•	JST「ALCA-Next」：水素エネルギーキャリアに関する個人型研究を支援し、ゲームチェンジ技術の創
出を目指している19）。

•	NEDOのGI基金（2021-2030年度）21）：「大規模水素サプライチェーンの構築」、「再エネ由来の電力
を活用した水電解による水素製造」、「燃料アンモニアサプライチェーンの構築」、「製鉄プロセスにおける
水素活用」、「水素利用拡大に向けた共通基盤強化のための研究開発事業」などの複数のプロジェクトが
水素利用の社会実装に向けて進行中である。

［評価*　基礎研究：現状○/トレンド↗、応用研究・開発：現状◎/トレンド↗］

【米国】
［基礎研究］

•	米国エネルギー省（DOE）をはじめとする多くの研究助成により基礎研究が精力的に展開されている。
［応用研究・開発］

•	バイデン政権下で成立した超党派インフラ法（2021年）およびインフレ削減法（2022年）を通じて水
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素の社会実装を加速させたが、2025年1月のトランプ政権発足時に発表された大統領令「米国のエネ
ルギーの解放」により予算執行が一時凍結された。その後、連邦裁判所命令で一部再開されたものの、
DOE内ではクリーンエネルギー実証局（OCED）の閉鎖やH2Hubのキャンセル検討など、予算削減
が進行中である。また、水素製造コストを10年で1ドル/kgにする「Hydrogen Shot」目標は現政権
では継承されず、事実上凍結されている。

［注目すべき政策・プロジェクト］
•	DOE Hydrogen Program（2024年）：水素・燃料電池の研究開発・実証に3.49億ドルを投入。うち1.7
億ドルがHydrogen Programに充てられ190社・100以上の大学・14の国立研究所が参画 23）。

•	超党派インフラ法（2021年）：水素関連に5年間で95億ドルを投資。2023年10月にDOEが7つの
H2Hubを選定したが、新政権下では予算見直しにより複数のハブがキャンセルの可能性あり。

•	インフレ削減法（2022年）：気候対策に3,910億ドルを投じ、クリーン水素製造に最大3ドル/kgの税
控除を導入。ただし定義・条件の合意が難航し、2024年末に米国国税庁（IRS）が詳細ルールを発表
予定。新政権で見直しの動きもある。

•	国家クリーン水素戦略&ロードマップ（2023年）：2030年1,000万トン、2040年2,000万トン、2050
年5,000万トンの製造目標を掲げたが、現政権では「クリーン水素」の定義を撤回する方針。

•	DOE「Multi-Year Program Plan」（2024年5月）：水素・燃料電池技術の具体的目標を更新 24）。
［評価*　基礎研究：現状○/トレンド→、応用研究・開発：現状○/トレンド↘］

【欧州】
［基礎研究］	 　　

•	Horizon Europeをはじめとする多くの多年度研究開発プログラム（フレームワークプログラム）によっ
て基礎研究が精力的に展開されている。

［応用研究・開発］
•	Hydrogen Roadmap Europe（2019年）：気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の2℃目標達成
に向け、水素が重要と位置づけられ、2030年の新規需要を約600万トンと想定。その大部分を水電解
で供給するとした。

•	欧州グリーンディール（2019年）と水素戦略（2020年）：2050年カーボンニュートラル目標の達成に
向け、水電解槽導入量を2024年までに6GW、2030年までに40GWと設定)。

•	REPowerEU（2021年）：ロシア産天然ガス依存からの脱却を目指し、水素需要を2030年に2,000万
トンへ倍増。水電解槽導入量は一般に100GWとされている25）。

•	官民連携機構（FCH JU → CH JU）：2008年設立のFCH JUは、FP7・Horizon 2020から計11.4
億ユーロを拠出。2021年からは後継のCH JUがHorizon Europeより約10億ユーロを拠出予定。
2024年10月時点で373件のプロジェクトが実施されており、うち水素製造関連は79件、61件が水電解
（PEM・アルカリ・SOEC）26）である。

［注目すべき政策・プロジェクト］
•	欧州共通利益に適合する重要プロジェクト（Important Projects of Common European 

Interest:IPCEI）27）：IPCEIは欧州連合の特認制度で、欧州域外との競争が激しい蓄電池、半導体、
水素の3分野においては、欧州委員会の認可のもと、メンバー国が自国企業を中心とするプロジェクトに
直接補助金を提供できる制度である（そのプロジェクトの利益が、個別国だけでなく、欧州全体にも貢
献することが条件） 。水素に関してはこれまでに4回のWaveが発表され総額約190億ユーロとなってい
る。 28）

［評価*　基礎研究：現状○/トレンド↗、応用研究・開発：現状◎/トレンド↗］
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【中国】
［基礎研究］	

•	国家重点研究開発計画（2021〜2025年）31）：国家重点研究開発計画は中国の研究開発強化のための
計画で、第14次五カ年計画（2021〜2025年）においては、AI、量子技術、遺伝子技術、未来ネッ
トワーク、航空宇宙開発とともに水素エネルギーが重点項目（将来産業）として取り上げられており、イ
ンキュベーションと計画加速を行うとしている。2024年時点では、水素を含む重点項目に、年間約600
〜800億元を投入するとしている。

［応用研究・開発］　
•	水素技術特別プロジェクト（2018〜2022年）：中国科学技術部が申請指南を発表し、再エネ・水素技
術の重点支援を実施。

•	水素エネルギー産業発展中長期計画（2021-2035）：2022年発表。2025年までにFCV5万台、再エ
ネ由来水素10〜20万トン/年を生産し、2030年に技術革新・供給体制構築、2035年に産業・エコシ
ステムの形成を目指す。

•	国家重点研究開発計画（2024年）：13件の水素関連プロジェクトに2.54億元を投入。対象は製造・
貯蔵・輸送・効率化・材料開発 32）。

•	水素エネルギー技術重点プロジェクト（2020年〜）：年間30〜50億元規模で、水素製造・貯蔵・利
用の研究開発を推進。

•	地方政府主導の展開：全国で524件の水素プロジェクトが進行中。省レベル145件、市・県レベル
379件。水電解はアルカリ型が主流で、FCVより商用車（トラック）に重点。

［評価*　基礎研究：現状○/トレンド↗、応用研究・開発：現状○/トレンド↗］

【韓国】
［基礎研究］	 　　

•	政府により大型基礎研究の研究資金提供が進められている。
［応用研究・開発］　

•	韓国は「韓国がリードする初のエネルギー」を掲げ、水素技術開発を国家戦略として推進。2019年に「水
素R&Dロードマップ」、2021年に「水素先導国家ビジョン」を策定し、FCV中心の展開を打ち出したが、
文在寅政権から尹錫悦政権への移行後は商用車重視へと転換された。2022年には「3UP戦略」
（Scale-Up、Build-Up、Level-Up）33）と「世界1位水素産業育成戦略」が発表され、水電解、液水
輸送船、水素トレーラー、水素ステーション、FC、水素タービンの7分野が重点領域とされた。2023
年には「クリーン水素認証制度」が導入され、低炭素水素の閾値を4.0kg-CO2/kg-H2と設定 34）。
2024年には「液水運搬船先導戦略」および「水素都市2.0推進戦略」が発表されている。また、文在
寅政権下で設置された「水素経済委員会」（産業通商資源部所管、首相が議長）は、尹錫悦政権、李在
明政権下でも継続されており、韓国の水素政策の基本方針はこの委員会の開催に合わせて発表されてい
る。

［評価*　基礎研究：現状○/トレンド↗、応用研究・開発：現状○/トレンド↗］

【オーストラリア】
［基礎研究］	 　　

•	豪州政府は、再エネ由来水素のサプライチェーンの研究開発活動を支援するため、再生可能エネルギー
庁（ARENA）を中心に水素研究開発の助成を行っている。

［応用研究・開発］　
•	2019年に国家水素戦略を策定し、グリーン水素・ブルー水素の両方を推進。水素輸出とハブ展開を重
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視し、日本、韓国、シンガポール、台湾を主要輸出先とし、日本とは褐炭由来水素の水素エネルギー供
給網（HESC）パイロットプロジェクトを実施している。2024年の戦略改定35）では、グリーン水素重視
へ転換し、2030年に50万〜150万トン、2050年に1,500〜3,000万トンの製造、2030年に20万ト
ンの輸出を目標に設定。輸出先にはドイツも加わった。再エネ由来水素製造には「Hydrogen 
Headstart Program」（製造コストを10年間補助、総額40億豪ドル）と「Hydrogen production tax 
incentive」（LCAで0.6kg-CO2/kg-H2以下の水素に対し2豪ドル/kgの法人税控除）を導入。日豪間
では、液化水素によるHESCプロジェクトが進行中だが、工場認可の遅れや物価高の影響で一部停滞も
みられ、開始は未定。 ENEOSはNeoen Australia、Origin Energyと連携し、有機ハイドライドによ
る水素輸送の可能性も検討している。

［評価*　基礎研究：現状○/トレンド↗、応用研究・開発：現状○/トレンド→］

【インド】
［基礎研究］	 　　

•	国家グリーン水素ミッション（National Green Hydrogen Mission:NGHM）36）：新再生可能エネルギー
省（MNRE）は、2023年1月に「国家グリーン水素ミッション（NGHM）」を発表し、2030年まで
にグリーン水素500万トン/年の製造を目指して1,974億ルピーを投入することとした。政策手段として、
需要創出、製造インセンティブ（SIGHTプログラム）、産業別パイロット事業、水素ハブ開発を掲げて
いる。また、グリーン水素基準として、Well-to-Production GateでGHGs排出量2kg-CO2/kg-H2以
下を設定。対象はバイオマス由来水素と再エネ水電解由来水素の2種である。
インドは、グリーン水素移行戦略（SIGHT）を通じて水電解技術の国産化とグリーン水素製造を促進

するインセンティブを提供しており、製鉄、海運、輸送分野における革新的な水素製造・利用技術の実
証事業も支援している。さらに、研究開発には4億ルピーを拠出している。

［応用研究・開発］
•	グリーン水素・アンモニア製造促進制度 37）：インド電力省は2022年2月に、グリーン水素・アンモニア
製造を促進させる制度を発表した。グリーン水素製造、グリーンアンモニア製造が対象で、必要な送電
料金の免除（25年間）、再エネの調達の容易化、送電網への優先接続等を掲げている。さらに製油所や
肥料製造に使用する水素の10%をグリーン水素にすることを義務化することが検討されている。

［評価*　基礎研究：現状○/トレンド↗、応用研究・開発：現状○/トレンド↗］

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向

関連領域
環境・エネルギー分野内の関連領域は以下の通り。

領域番号 領域名 公開年月

E1.01 火力発電 2025年12月

E2.03 CO2利用技術 2025年12月
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